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株主各位

証券コード　３８２４
（発送日）2023年８月８日

（電子提供措置開始日）2023年８月３日
株　主　各　位

福岡県福岡市中央区薬院一丁目1番1号
メ デ ィ ア フ ァ イ ブ 株 式 会 社
代 表 取 締 役 社 長 河 野 　 活

第27期定時株主総会招集ご通知

拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第27期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申し上げます。

　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）
について電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しておりま
すので、以下のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げま
す。

　当社ウェブサイト　　https://www.media5.co.jp/
（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「ＩＲ情報」「ＩＲライブラリー」

「株主総会関連書類」を順に選択いただき、ご確認ください。）

　また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、福岡証券取引所（福証）のウェブサ
イトにも掲載しておりますので、以下よりご確認ください。

　福岡証券取引所ウェブサイト（上場会社情報サイト）
https://www.fse.or.jp/listed/search.php/
（上記の福証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名」に「メディアファイブ」又は「コ
ード」に当社証券コード「３８２４」を入力・検索し、「詳細情報」を選択して、「株主総会
招集通知」欄よりご確認ください。）

　なお、当日ご出席されない場合は、書面（郵送）によって議決権を行使することができます
ので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、本招集ご通知とあわせてお送りする議
決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2023年８月23日（水曜日）午後６時ま
でに到着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬　具
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株主各位

１．日 時 2023年８月24日（木曜日）午前10時
２．場 　 　 所 福岡県福岡市中央区渡辺通一丁目１番２号

ホテルニューオータニ博多　３階　「芙蓉の間」
３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第27期（2022年６月１日から2023年５月31日まで）事業報告
の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の
連結計算書類監査結果報告の件

２．第27期（2022年６月１日から2023年５月31日まで）計算書類
の内容報告の件

決 議 事 項
議　　　案 取締役４名選任の件

４．招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）
(1) 議決権行使書において、議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示

があったものとしてお取り扱いいたします。
(2) 代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方１名

を代理人として株主総会にご出席いただけます。ただし、代理権を証明する
書面のご提出が必要となりますのでご了承ください。

記

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い
申し上げます。
　なお、電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の当社ウェブサイト及び
福証ウェブサイトにおいて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。
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当事業年度の事業の状況

（2022年６月１日から
2023年５月31日まで）

事　 業　 報　 告

１. 企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①事業の経過及び成果
当連結会計年度における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症による行

動制限が段階的に緩和され緩やかな回復が見られたものの、ウクライナ情勢や
中国・台湾問題等の地政学リスクや物価の急激な高騰など、先行きが不透明な
状態が続いております。
企業がウィズコロナの生活様式で確立されたテレワークやオンラインを活用

した経済活動を常態化させる動きと、以前の状態へ戻す動きとに二極化する一
方、クラウドサービスの活用、ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の
推進など、社会全体としてＩＴ活用の流れが一層増加しており、企業によるＩ
Ｔ関連への投資意欲は高く、当社が属する情報サービス業界においては、慢性
的にＩＴ人材が不足している状況にあります。
このような環境の中、当社グループでは、人材確保・育成のための先行投資

としてＩＴエンジニア育成研修を拡大し、未経験者や新規学卒者を積極的に採
用し、育成に注力しております。また、技術力の向上、ワークライフバランス
の向上を図ることで、優秀な人材の囲い込みを図っております。加えて子育て
世代の両立支援をはじめ、誰もが働きやすい職場づくりの一環として「メディ
アファイブ保育園 薬院」の運営も行っており、地域貢献度の向上にも寄与し
ております。
主要事業であるＳＥＳ事業は、ＩＴエンジニアの需要が高まっていることを

背景として、新規取引先の獲得及び既存取引先における契約単価交渉を行って
まいりました。
ソリューション事業は、前連結会計年度に引き続き、安定的にシステム開発

案件を受注しております。引き続き、中小企業のＩＴを支援する「OFFICE 
DOCTOR」サービスを軸にワンストップ型ソリューション提案を推し進めており
ます。
工事関連事業は、内装工事等の案件を手掛けております。

以上の結果、当連結会計年度の業績は、売上高1,747,502千円（前連結会計
年度は1,799,188千円）、売上総利益623,350千円（同575,896千円）、営業利
益18,347千円（同30,558千円）、経常利益17,064千円（同30,590千円）、親会
社株主に帰属する当期純利益8,467千円（同29,960千円）となりました。
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当事業年度の事業の状況

　セグメント別の状況は次のとおりであります。（各セグメントの売上高は、
セグメント間の内部売上高を含んでおります。）

ＳＥＳ事業
主要事業であるＳＥＳ事業は、高度ＩＴ人材の育成、技術力向上に注力する

とともに、取引先への契約単価交渉や戦略的な配置転換を行ってまいりまし
た。その結果、当連結会計年度における売上高は1,533,248千円（前連結会計
年度は1,558,050千円）、セグメント利益は349,474千円（同302,588千円）と
なりました。

ソリューション事業
ソリューション事業は、前連結会計年度に引き続き、中規模・小規模のシス

テム開発案件の受注、中小企業のＩＴを支援する比較的ライトな「OFFICE 
DOCTOR」サービスの提供を安定的に行っております。また、今後の業容拡大を
目指し営業活動に注力してまいりました。その結果、当連結会計年度における
売上高は114,054千円（同74,480千円）、セグメント利益は10,381千円（同
4,200千円）となりました。

工事関連事業
工事関連事業は、福岡県の各種テナント・賃貸ビル等の内装工事・外装工事

を中心に事業を行っております。当連結会計年度は、既存先への提案型営業を
強化してまいりました。その結果、当連結会計年度における売上高は102,367
千円（同168,832千円）、セグメント損失は2,088千円（同セグメント利益
9,741千円）となりました。

②設備投資の状況
当連結会計年度における当社グループの設備投資の総額は18,106千円であ

り、その主要な内容は、社用車の購入8,048千円、備品の購入・設置2,658千
円、研修システムの構築7,399千円であります。

③資金調達の状況
当連結会計年度において、当社グループの所要資金のために、金融機関から

短期借入により50,000千円の資金調達を行いました。
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直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況

区 分
第 24 期

(2020年５月期)
第 25 期

(2021年５月期)
第 26 期

(2022年５月期)

第 27 期
(当連結会計年度)
(2023年５月期)

売 上 高(千円) 1,512,692 1,536,847 1,799,188 1,747,502

経常利益又は経常

損失(△)
(千円) △64,969 △56,079 30,590 17,064

親会社株主に帰属

する当期純利益又

は親会社株主に帰

属する当期純損失

(△)

(千円) △67,420 △76,933 29,960 8,467

１株当たり当期純

利益又は１株当た

り当期純損失(△)

(円) △71.89 △81.84 31.87 9.01

総 資 産(千円) 851,590 675,839 781,868 712,686

純 資 産(千円) 394,687 317,754 347,715 356,182

１ 株 当 た り
純 資 産

(円) 419.88 338.04 369.91 378.92

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

①企業集団の財産及び損益の状況

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日）等

を第26期連結会計年度の期首から適用しており、第26期連結会計年度以降に

係る各数値については、当該会計基準を適用した後の数値となっておりま

す。
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直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況

区 分
第 24 期

(2020年５月期)
第 25 期

(2021年５月期)
第 26 期

(2022年５月期)

第 27 期
(当事業年度)

(2023年５月期)

売 上 高(千円) 1,409,994 1,373,944 1,630,755 1,645,527

経常利益又は経常

損失(△)
(千円) △65,788 △63,466 20,844 19,253

当期純利益又は当

期純損失(△)
(千円) △68,021 △84,552 22,448 11,568

１株当たり当期純
利益又は１株当た
り当期純損失(△)

(円) △72.53 △89.95 23.88 12.31

総 資 産(千円) 792,784 600,568 689,852 648,296

純 資 産(千円) 363,869 279,316 301,764 313,333

１ 株 当 た り
純 資 産

(円) 387.09 297.14 321.03 333.33

②当社の財産及び損益の状況

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日）等

を第26期事業年度の期首から適用しており、第26期事業年度以降に係る各数

値については、当該会計基準を適用した後の数値となっております。

会社名 資本金
当社の

議決権比率
主要な事業内容

株式会社匠工房 10百万円 100％
建設設計、管理並びに施工、内装、外装工事

等

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①親会社の状況

当社には親会社はありません。

②重要な子会社の状況
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対処すべき課題、主要な事業内容

(4) 対処すべき課題

　当社グループの主要事業であるＳＥＳ事業を取り巻く情報サービス業界を全般
的にながめますと、競争激化の傾向にあります。当社グループが優位性を確保す
るためには、以下のような課題に対処していく必要があると考えております。

①人材の確保
　当社グループの主要事業であるＳＥＳ事業及びソリューション事業において
は、技術の高度化やシステムの複雑化に対応できる優秀な人材の確保が必要で
あると認識しております。
　当社グループは、このような課題に対処するために、採用の強化、教育の強
化、優秀な人材の確保に努める方針を掲げております。採用の強化に関しまし
ては、企業ブランドを確立し、マスメディアでの広告やホームページにおいて
当社グループの特徴・強みや、適正な労務管理、キャリア育成の優位性などを
積極的にアピールし、採用活動を行ってまいります。教育の強化に関しまして
は、ＩＴエンジニアとしての技術的側面の教育及びサービス力向上のための育
成に注力してまいります。優秀な人材の確保に関しましては、更なる雇用条件
の改善や実力主義かつ福利厚生の充実した給与体系の整備を行ってまいります。

②営業・採用地域の拡大
　当社グループは、福岡地区と東京地区を中心に営業活動を行っております
が、稼働しているＩＴエンジニアの約30％が福岡県、約70％が東京都・神奈川
県に集中しております。当社グループの主要事業であるＳＥＳ事業の顧客とな
り得る企業が東京都・神奈川県に集中しており、今後、東京地区での営業活動
がより重要となってくると考えております。
　当社グループは、このような課題に対処するために、2023年６月に東京営業
所を支店化し、首都圏を中心とした営業活動をより強化しております。今後も
東京地区への人員配置を推進することにより、更なる業容の拡大に努めてまい
りたいと考えております。

③プロジェクト管理の強化
　当社グループのソリューション事業の中でも受託開発案件においては、顧客
の要求する品質・性能のソフトウエアを定められた期日に納める必要があるた
め、生産工程の非効率化や工程遅延により、プロジェクト（案件）の採算性が
悪化する可能性があると認識しております。
　当社グループは、このような課題に対処するために、過去の失敗事例やノウ
ハウを蓄積したマニュアルの閲覧・徹底、見積りの精度向上、進捗会議の開催
頻度の増加等により、プロジェクト管理の強化に取り組んでいく方針でありま
す。

－ 7 －



2023/07/26 16:27:20 / 23000635_メディアファイブ株式会社_招集通知_電子提供措置用

対処すべき課題、主要な事業内容

④採算性の高い案件の獲得
　当社グループのソリューション事業の中でも受託開発案件においては、上記
③の採算性悪化リスクはあるものの、グループ内での生産性を高めることで、
高い利益率を確保できる可能性があるだけでなく、プロジェクトリーダークラ
スのＩＴエンジニア育成及びＩＴエンジニアの帰属意識の醸成に良好な影響を
与えると考えております。したがって、今後の企業価値向上のためには、受託
開発案件も積極的に取り込んでいく必要があると認識しております。
　当社グループは、このような課題に対処するために、受託開発案件の獲得及
び「OFFICE DOCTOR」サービスの推進に力を注ぐため営業力の強化を行うととも
に、ＩＴエンジニアの技術力・サービス力・営業力をさらに高めていきたいと
考えております。

(5) 主要な事業内容（2023年５月31日現在）

　当社グループの、各セグメントに係る主な事業内容は、概ね次のとおりであり
ます。

①ＳＥＳ事業
　ＳＥＳ事業は、プログラマ、システムエンジニア等のＩＴエンジニアを顧客
へ提供し、業務支援を行う事業です。主な対象業務はプログラム製造業務、ネ
ットワーク構築及び保守・運用業務等であります。対象システムは多岐にわた
る業務用システムを中心とし、使用する開発言語も多種多様であります。ま
た、東京地区を中心に大規模な基幹システムの運用・サポート業務を行ってお
ります。受注形態は「役務提供契約」、労働者派遣法（許可・指定番号：派40
－01－0197）に基づく「人材派遣契約」があります。

②ソリューション事業
　ソリューション事業は、顧客が要求するシステムについて、ソフトウエア開
発を受託する事業と、「OFFICE DOCTOR」をはじめとする保守・運用サービス
の提供及びサーバの提供等です。ソフトウエア開発の対象システムはＷｅｂ系
の各種ネットワークシステム、業務系アプリケーションシステム、Ｗｅｂサイ
ト制作等で、開発言語はＪａｖａやＰＨＰ等顧客ニーズに合わせた言語が主流
であります。ソフトウエア開発の受注形態は、顧客から提示される仕様書に従
ってソフトウエアを開発し納品する一括請負契約であり、保守・運用サービス
提供及びサーバ提供の受注形態は保守・製品販売契約であります。

③工事関連事業
　工事関連事業は、当社の連結子会社である株式会社匠工房による、各種テナ
ント・賃貸ビル等の建設設計・管理並びに施工・内装工事・外装工事等を行う
事業であり、オフィスのＩＴ環境構築の提案などを手がけております。
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主要な事業所、使用人の状況

 事業所 所在地

本 社 福岡県福岡市中央区

東 京 営 業 所 東京都中央区

保 育 園 福岡県福岡市中央区

会社名 所在地

株式会社匠工房 福岡県福岡市博多区

(6) 主要な事業所（2023年５月31日現在）

①当社

（注）2023年６月１日付で、東京営業所は東京支店となっております。

②子会社

セグメントの名称 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

ＳＥＳ事業 198（  １）名 △18（△１)名

ソリューション事業 10（ － ）名 ２（ － )名

工事関連事業 １（ － ）名 －（ － )名

報告セグメント計 209（  １）名 △16（△１)名

全社（共通） 29（ － ）名 16（ － )名

合計 238（  １）名 －（△１)名

使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平均勤続年数

237（１）名 －（△１)名 32.2歳 7.0年

(7) 使用人の状況（2023年５月31日現在）

①企業集団の使用人の状況

（注）使用人数は就業人員であり、契約社員数は、年間の平均人員を（　）外数で記載し
ております。

②当社の使用人の状況

（注）使用人数は就業人員であり、契約社員数は、年間の平均人員を（　）外数で記載してお
ります。
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借入先 借入額

　株式会社日本政策金融公庫 142,200千円

　株式会社福岡銀行 15,000千円

(8) 主要な借入先の状況（2023年５月31日現在）

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。

(1) 発行可能株式総数 2,000,000株

(2) 発行済株式の総数 986,000株（自己株式46,000株を含む。）

(3) 株主数 621名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

上野　英理也 224,600株 23.89％

メディアファイブ社員持株会 89,300 9.50

株式会社開心社 58,900 6.26

秀島　正博 46,100 4.90

山本　大助 45,000 4.78

稲田　清崇 42,600 4.53

村山　孝 38,200 4.06

宮後　広 20,000 2.12

中須　龍二 15,000 1.59

篠田　明男 14,400 1.53

２. 株式の状況（2023年５月31日現在）

(4) 大株主上位10名

(注)１. 当社は、自己株式46,000株を保有しておりますが、上記大株主には記載

しておりません。

２. 持株比率は自己株式を控除して算出しております。
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３. 新株予約権等の状況

(1)当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付

した新株予約権の状況

該当事項はありません。

(2)当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況

該当事項はありません。

(3)その他新株予約権の状況

該当事項はありません。

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 状 況

代表取締役会長 上　野　英理也 人事本部長

代表取締役社長 河　野　　活

取 締 役 稲　田　清　崇

管理本部担当

KIS Security株式会社代表取締役

株式会社匠工房取締役

取 締 役 岡 　 崇 史 株式会社Ｋアライアンス・ジャパン代表取締役社長

常 勤 監 査 役 金　堂　義　宰

有限会社金堂代表取締役
株式会社のぞみ代表取締役
株式会社ネクスト代表取締役
株式会社アドヴァンス代表取締役
株式会社トラスト代表取締役
株式会社KANADO代表取締役
株式会社KM コーポレーション取締役
株式会社Supreme代表取締役

監 査 役 桝 本 美 穂

桝本法律事務所代表者

メディア総研株式会社社外監査役

株式会社メディアシステム社外監査役

監 査 役 立 石 浩 将 仰星監査法人社員

４. 会社役員の状況

(1) 取締役及び監査役の状況（2023年５月31日現在）

（注）１. 取締役岡崇史氏は、社外取締役であります。
　　　２. 監査役金堂義宰氏、監査役桝本美穂氏及び監査役立石浩将氏は、社外監査

役であります。
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　　　３. 監査役桝本美穂氏は、弁護士の資格を有しており、企業法務に関する相当
程度の知見を有しております。

　　　４. 監査役立石浩将氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関
する相当程度の知見を有しております。

　　　５. 当社は、取締役岡崇史氏、監査役金堂義宰氏、監査役桝本美穂氏及び監査
役立石浩将氏を福岡証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同
取引所に届け出ております。

６. 2022年８月25日開催の第26期定時株主総会終結の時をもって、取締役吉井
大希氏及び監査役秀島正博氏は任期満了により退任いたしました。

(2) 責任限定契約の内容の概要

　当社は、社外取締役及び各監査役との間で、当社定款及び会社法第427条第１

項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結し

ております。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、社外取締役については50万円又は

会社法第425条第１項に定める最低責任限度額のいずれか高い額、監査役につい

ては同法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。

(3) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等

　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険

会社との間で締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は当社及び子会

社の取締役、監査役等であり、被保険者は保険料を負担しておりません。当該保

険契約により、被保険者の業務遂行に起因して、株主や会社、第三者から損害賠

償請求を提起された場合に被る被保険者個人の経済的損害（損害賠償金や争訟費

用等）が補償されることになります。

　ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、私的

な利益又は便宜の供与を違法に得たことに起因する損害、法令に違反することを

認識しながら行った行為に起因する損害は補償されない等、一定の免責事由があ

ります。
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区 分 支給人員 業績連動報酬等 非金銭報酬等 支 給 額

取 締 役 ５名 ― ― 82百万円

監 査 役 ４名 ― ― 11百万円

合 計 ９名 ― ― 93百万円

(4) 取締役及び監査役の報酬等の総額

（注）１.上表には、2022年８月25日開催の第26期定時株主総会終結の時をもって任
期満了により退任した取締役１名（うち社外取締役１名）及び監査役１名
を含んでおります。

２. 取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりま
せん。

３. 上表のうち社外役員５名（社外取締役２名及び社外監査役３名）に対する
報酬額は14百万円であります。

４. 取締役の報酬限度額は、2016年８月25日開催の第20期定時株主総会におい
て年額100百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と承認され
ております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は、６名（うち、社外
取締役は１名）です。

５. 監査役の報酬限度額は、2016年８月25日開催の第20期定時株主総会におい
て年額30百万円以内と承認されております。当該株主総会終結時点の監査
役の員数は、３名です。

６. 取締役の個人別報酬については、代表取締役会長上野英理也が「役員報酬
規程」に基づき個人別報酬の案を作成し、取締役会において報酬決定方針
や報酬水準の妥当性について審議の上、個人別報酬の額を決定しておりま
す。

　　また、監査役の個人別報酬については、監査役の協議により決定しており
ます。

－ 13 －
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出席状況、発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

社外取締役

岡　　崇史

当事業年度に開催された取締役会のうち、就任後に開催された13回す
べてに出席し、必要に応じて他社経営で培った経験を活かし、取締役
会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行いました。
また、コーポレート・ガバナンス強化にも寄与しております。

社外監査役

金堂　義宰

当事業年度に開催された取締役会17回すべてに出席し、必要に応じて
前職での経験を活かした発言を行い、監査機能を十分に発揮しまし
た。また、監査役会12回すべてに出席し、監査結果についての意見交
換、監査に関する重要事項の協議等を行いました。

社外監査役

桝本　美穂

当事業年度に開催された取締役会17回すべてに出席し、必要に応じて
弁護士としての経験を活かした発言を行い、監査機能を十分に発揮し
ました。また、監査役会12回すべてに出席し、監査結果についての意
見交換、監査に関する重要事項の協議等を行いました。

社外監査役

立石　浩将

当事業年度に開催された取締役会のうち、就任後に開催された13回す
べてに出席し、必要に応じて公認会計士としての経験を活かした発言
を行い、監査機能を十分に発揮しました。また、就任後に開催された
監査役会９回すべてに出席し、監査結果についての意見交換、監査に
関する重要事項の協議等を行いました。

(5) 社外役員に関する事項

①他の法人等の兼職状況及び当該兼職先と当社との関係
・取締役岡崇史氏は、株式会社Ｋアライアンス・ジャパンの代表取締役社長

を兼務しております。株式会社Ｋアライアンス・ジャパンと当社との間に
は特別な関係はありません。

・監査役金堂義宰氏は、有限会社金堂、株式会社のぞみ、株式会社ネクス
ト、株式会社アドヴァンス、株式会社トラスト、株式会社KANADO、株式会
社Supremeの代表取締役及び株式会社KM コーポレーションの取締役を兼務
しております。有限会社金堂、株式会社のぞみ、株式会社ネクスト、株式
会社アドヴァンス、株式会社トラスト、株式会社KANADO、株式会社
Supreme及び株式会社KM コーポレーションと当社との間には特別な関係は
ありません。

・監査役桝本美穂氏は、桝本法律事務所の代表者、メディア総研株式会社の
社外監査役及び株式会社メディアシステムの社外監査役を兼務しておりま
す。桝本法律事務所、メディア総研株式会社及び株式会社メディアシステ
ムと当社との間には特別な関係はありません。

・監査役立石浩将氏は、仰星監査法人の社員を兼務しております。仰星監査
法人と当社との間には特別な関係はありません。

②当事業年度における主な活動状況
・取締役会への出席状況及び監査役会への出席状況
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報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 13,200千円

５. 会計監査人の状況

(1) 名称　　　　三優監査法人

(2) 報酬等の額

（注）１. 当事業年度は、上記以外に前事業年度の当社監査に係る追加報酬1,200千
円を会計監査人に支払っております。

２. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融

商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質

的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額に

はこれらの合計額を記載しております。

３. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び

報酬見積りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行っ

た上で、会計監査人の報酬等について同意の判断をいたしました。

(3) 非監査業務の内容

該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要がある
と判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する
議案の内容を決定いたします。
　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に
該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任
いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集され
る株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたしま
す。

(5) 責任限定契約の内容の概要

　当社と会計監査人三優監査法人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、
同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に規定す
る最低責任限度額としております。
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６. 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

業務の適正を確保するための体制（最終改定　2023年７月21日）

　(1) 当社及び子会社からなる企業集団（以下、「当社グループ」という。）の取締
役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　内部監査室を設置し、当社及び子会社の内部監査を定期的に実施することで、
各部門の活動状況が法令及び定款に適合することを確保するとともに、社内諸規
程及び運用マニュアルに準じて業務が適正及び効率的に行われていることの検証
を行う。加えて、当社代表取締役社長に内部監査状況を報告することで、当社代
表取締役社長は改善指示を行う。また、当社監査役は重要な会議に積極的に出席
するとともに、独立的な意見具申を行うほか、内部監査室や監査法人と連携をと
り業務監査や会計監査を行う。

　(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の職務の執行に係る情報に関しては、法令や文書管理規程をはじめとす
る社内規程に従い、文書又は電磁的媒体に記録し、保管及び管理を行う。取締役
及び監査役は、常時これらの文書を閲覧できる。

　(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社グループの横断的なリスク状況の監視は、当社のリスク管理委員会を中心
に全部署が連携して行うとともに、リスク管理規程及び職務権限規程に基づく権
限の範囲内で、各部門の所管業務に付随するリスク管理は、同委員会が行う。ま
た、リスク管理の観点から、適宜社内規程の制定及び改定を実施する。内部監査
室はこれらの適切性、有効性を確認する。

　(4) 当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための
体制

　当社グループでは、迅速かつ的確な経営判断を行うため、毎月１回の取締役会
を開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催する。また、業務の適正な運
営と効率化を図るため、取締役会の下に取締役及び各部門責任者等から組織され
る本部連絡会議を設置することで、職務が常に適正かつ効率的に執行できる体制
をとる。

　(5) 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
　当社は、子会社の経営意思を尊重しつつ、当社取締役が当該子会社の取締役を
兼務するとともに、一定の事項については当社に報告を求め、必要に応じて当社
が当該子会社に対し助言を行うことにより経営管理を行う。また、毎月定期的に
開催される取締役会において、子会社の業務執行の状況を報告することに加え、
内部監査室の内部監査により、子会社の業務が適切に運営されていることを確認
することで、業務の適正を確保する。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

　(6) 監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項、当該使用人の取締役からの独
立性に関する事項、当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　当社は、必要に応じ監査役が求めた場合には監査役の業務補助のための監査役
スタッフを置くこととし、そのスタッフは、もっぱら監査役の指揮命令に従わな
ければならない。また、当該監査役スタッフの任命・解任・人事異動、人事評価
及び賃金等の改定については、監査役の同意を得た上で取締役会において決定す
るものとし、取締役会からの独立性を確保する。

　(7) 当社及び子会社の取締役及び使用人等が監査役に報告するための体制、その他
の監査役への報告に関する体制、報告したことを理由として不利な取扱いを受
けないことを確保するための体制

　当社及び子会社の取締役又は使用人等は、当社監査役に対して、法定の事項に
加え、当社及び子会社に重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況を遅滞、
遺漏なく報告する。また、監査役監査に必要とする事項に関しても、適宜報告を
行う。
　当社は、当社監査役への報告を行った当社グループの取締役又は使用人等に対
し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨
を当社グループの取締役及び使用人等に周知徹底する。

　(8) 監査役の職務の執行について生ずる費用に関する体制
　当社は、当社監査役がその職務を執行するにあたり必要な費用の支出を求めた
場合、当該監査役の請求に応じてこれを支出する。会社は、当該請求に係る費用
又は債務が当該監査役の職務の執行に必要でないことを証明した場合を除き、こ
れを拒むことはできないものとする。

　(9) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査役は、代表取締役社長及び各取締役との意見交換を定期的に行うととも
に、当社の重要な意思決定のプロセス及び業務の執行状況を把握するため、取締
役会をはじめその他の重要な会議へ出席する。また、会計監査を行っている監査
法人から随時報告を受ける場を設けるとともに、監査に関する情報交換を積極的
に行う。

　(10)財務報告に係る内部統制の整備及び運用に関する体制
　管理本部及び内部監査室は、当社の財務報告の信頼性を担保し、金融庁より
2006年６月に公布された金融商品取引法第24条の４の４に規定する内部統制報告
書の提出を有効かつ適切に行うため、代表取締役社長の指示の下、財務報告に係
る内部統制を整備し、運用する体制構築を行う。
　また、取締役会は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用に対して監督責任
を有し、その整備状況及び運用状況を監視する。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

 （注）本事業報告に記載している金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しており
ます。

　(11)反社会的勢力排除に向けた体制
　管理本部を統括部署とし、反社会的勢力からの利益供与や民事介入等の不当要
求に屈しない体制を構築する。新規取引先との取引開始に際しては、外部調査機
関を活用し排除を行う。株主の属性判断に際しては、所轄警察署及び福岡県警察
本部、顧問弁護士等の外部専門機関と連携することで、反社会的勢力への対策を
整備する。また、福岡県企業防衛対策協議会に所属し、定期的に反社会的勢力に
対する各種の指導を受けるとともに、情報の共有化を積極的に行う。不良情報等
は、管理本部から全社へ伝達することにより、全社的に反社会的勢力に対して有
効かつ迅速な対応を図る。

業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当事業年度における上記の体制の運用状況の概要は、以下のとおりであります。
①「財務報告に係る内部統制の整備・運用及び評価の基本計画」に基づき、内

部統制評価を実施いたしました。また、「第27期監査実施計画」に基づき、
当社及びグループ会社の内部監査を実施しました。

②取締役会は、毎月１回開催し、必要に応じ臨時取締役会を適宜開催いたしま
した。取締役会においては、経営上の重要事項は全て審議され、業績の進捗
状況等についても詳細な報告が行われております。また、取締役会には、監
査役３名（社外監査役３名）が毎回出席し、独立的な立場からの意見具申を
行っております。

③代表取締役社長直属の内部監査室（専任者１名）を設置し、第27期監査実施
計画に基づき、法令、定款及び社内規程の遵守状況や職務執行の手続き及び
内容の妥当性につき内部監査を実施いたしました。監査結果は随時、当社代
表取締役社長に報告され、必要に応じて被監査部門に対して是正・改善指導
を行っております。

④管理部門担当取締役及び当社代表取締役社長が指名する役員６名、子会社役
員１名及び各本部の本部長又は副本部長６名で構成されるリスク管理委員会
において、重要なリスクに対する取組みの管理及びリスク管理の推進、内部
統制の運用、コンプライアンスの徹底について審議を行い、必要に応じてそ
の内容を内部監査室に報告いたしました。
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連結貸借対照表

（2023年５月31日現在）
（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

資産の部 負債の部

流動資産 582,523 流動負債 233,024

現 金 及 び 預 金 364,457 買 掛 金 7,622

売 掛 金 185,184 短 期 借 入 金 15,000

仕 掛 品 11,206 1年以内返済予定長期借入金 18,720

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 282 未 払 金 20,230

未 収 入 金 6,123 未 払 費 用 114,701

前 払 費 用 9,660 未 払 法 人 税 等 5,387

未 収 還 付 法 人 税 等 3,450 未 払 消 費 税 等 19,583

そ の 他 2,629 契 約 負 債 11,123

貸 倒 引 当 金 △470 預 り 金 20,538

固定資産 130,162 そ の 他 116

有形固定資産 7,313 固定負債 123,480

建 物 0 長 期 借 入 金 123,480

車 両 運 搬 具 6,138 負 債 合 計 356,504

工 具 、 器 具 及 び 備 品 1,175 純資産の部

無形固定資産 10,266 株主資本 356,182

ソ フ ト ウ エ ア 10,266 資本金 198,925

投資その他の資産 112,582 資本剰余金 164,625

長 期 前 払 費 用 2,009 利益剰余金 1,455

保 険 積 立 金 17,754 自己株式 △8,823

敷 金 及 び 保 証 金 44,275

従 業 員 長 期 貸 付 金 4,334

繰 延 税 金 資 産 38,193

そ の 他 6,014 純 資 産 合 計 356,182

資 産 合 計 712,686 負 債 純 資 産 合 計 712,686

連結貸借対照表

 （注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

（ 2022年６月１日から
2023年５月31日まで ）

（単位：千円）

科目 金額

売 上 高 1,747,502

売 上 原 価 1,124,151

売 上 総 利 益 623,350

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 605,002

営 業 利 益 18,347

営 業 外 収 益

受 取 利 息 224

保 育 事 業 収 益 40,058

雑 収 入 5,472 45,755

営 業 外 費 用

支 払 利 息 577

保 育 事 業 費 用 46,461 47,038

経 常 利 益 17,064

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 0 0

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 17,064

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,230

法 人 税 等 調 整 額 5,367 8,597

当 期 純 利 益 8,467

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 8,467

連結損益計算書

 （注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（ 2022年６月１日から
2023年５月31日まで ）

（単位：千円）

株主資本

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

株主資本

合計

2022年６月１日

残高
198,925 164,625 △7,011 △8,823 347,715 347,715

連結会計年度中の変動額

親会社株主に帰属する

当期純利益
8,467 8,467 8,467

連結会計年度中の変動額

合計
－ － 8,467 － 8,467 8,467

2023年５月31日

残高
198,925 164,625 1,455 △8,823 356,182 356,182

連結株主資本等変動計算書

　（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

連結注記表

１. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
(1)連結の範囲に関する事項

①連結子会社の数及び名称
１社　　株式会社匠工房

②非連結子会社の名称等
該当事項はありません。

(2)持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

(3)連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(4)会計方針に関する事項
①重要な資産の評価基準及び評価方法
・有価証券

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定）を採用しております。
市場価格のない株式等

主として移動平均法による原価法を採用しております。
・仕掛品
個別法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下による簿価切下げ

の方法により算定）によっております。
・原材料及び貯蔵品
先入先出法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下による簿価切

下げの方法により算定）によっております。

②重要な減価償却資産の減価償却の方法
・有形固定資産
定率法によっております。
但し、2016年４月１日以後に取得した建物附属設備については、定額法に

よっております。
なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、費

用処理しております。
・ソフトウエア
自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。
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連結注記表

③重要な引当金の計上基準
・貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上しておりま

す。
・一般債権
　貸倒実績率法によっております。
・貸倒懸念債権及び破産更生債権等
　個別に回収可能性を勘案して回収不能見込額を計上しております。

④重要な収益及び費用の計上基準
当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業に

おける主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を
認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
なお、当社グループの取引に関する支払条件は、通常、１年以内に支払期

日が到来し、契約に重要な金融要素は含まれておりません。

ＳＥＳ事業及びソリューション事業
ＳＥＳ事業及びソリューション事業においては、主に受注制作によるソフ

トウエアの開発、ＩＴエンジニアの役務提供を行っております。請負契約に
よる取引については、システム開発の進捗によって履行義務が充足されてい
くものと判断しており、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ること
ができる場合は、その進捗を発生したコストに基づくインプット法（原価比
例法）により見積り、収益を認識しております。なお、契約における取引開
始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い
契約については代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり収益を認識せ
ず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。派遣契約、
準委任契約等による取引については、契約期間にわたり概ね一定の役務を提
供するため、時間の経過に応じて履行義務が充足されると判断しており、役
務を提供する期間にわたり顧客との契約において約束された金額を契約に基
づき按分して収益を認識しております。

工事関連事業
工事契約のうち一定の期間にわたり履行義務が充足すると判断される工事

については、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収
益を一定の期間にわたり認識する方法で計上しております。
なお、履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、見積総原価に対す

る実際原価の割合(インプット法)で算出しております。また、契約における
取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がご
く短い契約については代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり収益を
認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。
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連結注記表

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 59,687千円

(2) 取得価額から直接減額している圧縮記帳額 27,400千円

当座貸越限度額総額

借入実行残高

300,000千円

－千円

差引額 300,000千円

２. 会計方針の変更に関する注記
該当事項はありません。

３. 会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項

目であって、翌連結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があ
るものは次のとおりです。

繰延税金資産
繰延税金資産については、将来の経営計画に基づく課税所得を合理的に見積

り、回収可能性があると判断した将来減算一時差異について繰延税金資産を計上
しております。将来の課税所得の見積りは、過去の売上高や営業利益の実績、な
らびに合理的と考えられる翌連結会計年度以降の計画等、一定の見積り及び仮定
に基づいております。課税所得が生じる時期及び金額は、当社グループが現在入
手している情報及び合理的と判断する一定の前提に基づき作成したものであり、
予想につきましては様々な不確定要素が内在しておりますので、翌連結会計年度
において実績が計画を下回った場合には、将来の課税所得の見積りに重要な影響
を及ぼし、その結果として繰延税金資産及び法人税等調整額の金額に重要な影響
を与える可能性があります。当連結会計年度においては、繰延税金資産として
38,193千円を計上しております。

４. 連結貸借対照表に関する注記

(注)なお、上記の減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

(3) 当座貸越契約

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行と当座貸越契約を締結

しております。当連結会計年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高等

は、次のとおりであります。
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連結注記表

株 式 の 種 類
当連結会計年度

期首の株式数

当連結会計年度

増加株式数

当連結会計年度

減少株式数

当連結会計年度

末の株式数

普 通 株 式 986,000株 －株 －株 986,000株

株 式 の 種 類
当連結会計年度

期首の株式数

当連結会計年度

増加株式数

当連結会計年度

減少株式数

当連結会計年度

末の株式数

普 通 株 式 46,000株 －株 －株 46,000株

５. 連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

(2) 自己株式の数に関する事項

(3) 配当に関する事項
①配当金支払額

該当事項はありません。

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会
計年度となるもの
該当事項はありません。

６. 金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については、経営状況が健全な金融機関の預金等
に限定しており、運転資金については、自己資金及び銀行借入により調達して
おります。なお、デリバティブ取引及び投機的な取引は行わない方針でありま
す。
②金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である売掛金、未収入金及び貸付金は、顧客の信用リスクに晒され
ております。
　投資有価証券は、業務上の関係を有する未上場企業の株式であり、市況や企
業価値の変動リスクに晒されております。
　営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日
であります。
　短期借入金及び長期借入金については、主に運転資金に係る資金調達であり
ます。
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連結注記表

連結貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

従業員長期貸付金

（１年以内に回収予

定のものを含む）

6,364 6,291 △73

資産計 6,364 6,291 △73

長期借入金（１年以

内返済予定の長期借

入金を含む）

142,200 140,283 △1,916

負債計 142,200 140,283 △1,916

③金融商品に係るリスク管理体制
　イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権については、与信管理規程に従い、管理本部及び各事業部門に
おける営業担当者が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引
相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による
回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

　ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務

状況等を把握し、また、満期保有目的の債券以外のものについては、市況
や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

　ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリ
スク）の管理

各部署からの報告に基づき管理本部が適時に資金繰計画を作成・更新す
るとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しておりま
す。

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合に
は合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変
動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該
価額が変動することがあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2023年５月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい
ては、次のとおりであります。

（注）「現金及び預金」、「売掛金」、「未収入金」、「買掛金」、「短期借入
金」、「未払金」、「未払法人税等」、「未払消費税等」については、現
金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するも
のであることから、記載を省略しております。
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連結注記表

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 364,457 - - -

売掛金 185,184 - - -

未収入金 6,123 - - -

従業員長期貸付金（１

年以内に回収予定のも

のを含む）

2,029 4,334 - -

合計 557,795 4,334 - -

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

短期借入金 15,000 - - -

長期借入金（１年以内

返済予定の長期借入金

を含む）

18,720 74,880 48,600 -

合計 33,720 74,880 48,600 -

金銭債権の連結決算日後の償還予定額

借入金の連結決算日後の償還予定額
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区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

従業員長期貸付金

（１年以内に回収予

定のものを含む）

－ 6,291 － 6,291

資産計 － 6,291 － 6,291

長期借入金（１年以

内返済予定の長期借

入金を含む）

－ 140,283 － 140,283

負債計 － 140,283 － 140,283

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応

じて、以下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場

において形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負
債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１の
インプット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定
した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定し
た時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、そ
れらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位
が最も低いレベルに時価を分類しております。

①時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
当連結会計年度（2023年5月31日）
該当事項はありません。

②時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
当連結会計年度（2023年5月31日）

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

従業員長期貸付金（１年以内に回収予定のものを含む）
将来キャッシュ・フローと国債の利回り等適切な指標による利率を基に割引現

在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金（１年以内返済予定の長期借入金を含む）
元利金の合計額と、当該借入金の残存期間及び国債の利回り等適切な指標によ
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ＳＥＳ事業
ソリューショ
ン事業

工事関連事業

一時点で移転される財 - 112,006 71,401
一定の期間にわたり移転され
る財

1,533,248 - 30,845

顧客との契約から生じる収益 1,533,248 112,006 102,247

その他収益 - - -

外部顧客への売上高 1,533,248 112,006 102,247

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 205,940千円

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 185,184

契約資産（期首残高） 17,934

契約資産（期末残高） -

契約負債（期首残高） 5,055

契約負債（期末残高） 11,123

る利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類してお
ります。

７. 収益認識関係に関する注記
(1)顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(2)顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
「1．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項　④重要な収益及び費

用の計上基準」に記載のとおりであります。

(3)顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フロ
ーとの関係並びに当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計
年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報
　①契約資産及び契約負債の残高等

　契約資産は、工事関連事業における顧客との工事請負契約について、当連結会計
年度末時点で一定期間にわたる収益を認識したものの、未請求の連結子会社の権利
に関するものであります。契約資産は、対価に対する連結子会社の権利が無条件に
なった時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。
　契約負債は、主にソリューション事業における「OFFICE DOCTOR」サービスに対
する前受金に関連するものであります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩され
ます。なお、当該契約負債については、1年以内に収益に認識しております。
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(1) １株当たり純資産額 378円92銭

(2) １株当たり当期純利益 9円01銭

　②残存履行義務に配分した取引価格
　当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格については、当初
に予定される契約期間が1年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適
用し、記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取
引価格に含まれていない重要な金額はありません。

８. 賃貸等不動産に関する注記
　該当事項はありません。

９. １株当たり情報に関する注記

(注)潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないた
め、記載しておりません。

10. 重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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貸借対照表

（2023年５月31日現在）
（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

資産の部 負債の部

流動資産 511,461 流動負債 211,483

現 金 及 び 預 金 296,275 買 掛 金 3,060

売 掛 金 183,680 1年以内返済予定長期借入金 18,720

仕 掛 品 11,206 未 払 金 20,097

貯 蔵 品 273 未 払 費 用 113,649

未 収 入 金 6,123 未 払 法 人 税 等 5,352

未 収 還 付 法 人 税 等 2,375 未 払 消 費 税 等 19,557

前 払 費 用 9,344 契 約 負 債 11,203

そ の 他 2,629 預 り 金 19,726

貸 倒 引 当 金 △446 そ の 他 116

固定資産 136,834 固定負債 123,480

有形固定資産 7,313 長 期 借 入 金 123,480

建 物 0 負 債 合 計 334,963

車 両 運 搬 具 6,138 純資産の部

工 具 、 器 具 及 び 備 品 1,175 株主資本 313,333

無形固定資産 10,266 資本金 198,925

ソ フ ト ウ エ ア 10,266 資本剰余金 164,625

投資その他の資産 119,254 資 本 準 備 金 164,625

関 係 会 社 株 式 8,450 利益剰余金 △41,393

長 期 前 払 費 用 2,009 利 益 準 備 金 40

保 険 積 立 金 17,754 そ の 他 利 益 剰 余 金 △41,434

敷 金 及 び 保 証 金 42,497 繰 越 利 益 剰 余 金 △41,434

従 業 員 長 期 貸 付 金 4,334 自己株式 △8,823

繰 延 税 金 資 産 38,193

そ の 他 6,014 純 資 産 合 計 313,333

資 産 合 計 648,296 負 債 純 資 産 合 計 648,296

貸　借　対　照　表

 （注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

（2022年６月１日から
2023年５月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 1,645,527

売 上 原 価 1,050,303

売 上 総 利 益 595,223

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 576,006

営 業 利 益 19,216

営 業 外 収 益

受 取 利 息 223

保 育 事 業 収 益 40,058

雑 収 入 6,672 46,954

営 業 外 費 用

支 払 利 息 336

保 育 事 業 費 用 46,581 46,917

経 常 利 益 19,253

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 0 0

税 引 前 当 期 純 利 益 19,253

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,159

法 人 税 等 調 整 額 4,525 7,685

当 期 純 利 益 11,568

損　益　計　算　書

 （注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（2022年６月１日から
2023年５月31日まで）

（単位：千円）

株主資本

純資産

合計資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己

株式

株主

資本

合計

資本

準備金

資本

剰余金

合計

利益

準備金

その他

利益

剰余金 利益

剰余金

合計繰越

利益

剰余金

2022年６月１日

残高
198,925 164,625 164,625 40 △53,002 △52,962 △8,823 301,764 301,764

事業年度中の変動額

当期純利益 11,568 11,568 11,568 11,568

事業年度中の変動額

合計
－ － － － 11,568 11,568 － 11,568 11,568

2023年５月31日

残高
198,925 164,625 164,625 40 △41,434 △41,393 △8,823 313,333 313,333

株主資本等変動計算書

　（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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・貸倒懸念債権及び
破産更生債権等

個別に回収可能性を勘案して回収不能見込額を計
上しております。

個別注記表

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 資産の評価基準及び評価方法

①その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定）を採用しております。

・市場価格のない株式等
主として移動平均法による原価法を採用しております。

②棚卸資産の評価基準及び評価方法
・仕掛品

個別法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下による簿価切下
げの方法により算定）によっております。

・原材料
先入先出法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下による簿価
切下げの方法により算定）によっております。

・貯蔵品
先入先出法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下による簿価
切下げの方法により算定）によっております。

(2) 固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産

定率法によっております。但し、2016年4月1日以後に取得した建物附属
設備については、定額法によっております。なお、取得価額10万円以上
20万円未満の少額減価償却資産については、費用処理しております。

②ソフトウエア
自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５
年）に基づく定額法によっております。

(3) 引当金の計上基準
貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上しており
ます。
・一般債権 　　　　貸倒実績率法によっております。
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個別注記表

(4) 重要な収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務

の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）
は以下のとおりであります。
なお、当社取引に関する支払条件は、通常、１年以内に支払期日が到来し、契

約に重要な金融要素は含まれておりません。

ＳＥＳ事業及びソリューション事業
ＳＥＳ事業及びソリューション事業においては、主に受注制作によるソフトウ

エアの開発、ＩＴエンジニアの役務提供を行っております。請負契約による取
引については、システム開発の進捗によって履行義務が充足されていくものと
判断しており、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができる場
合は、その進捗を発生したコストに基づくインプット法（原価比例法）により
見積り、収益を認識しております。なお、契約における取引開始日から完全に
履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い契約については代
替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務
を充足した時点で収益を認識しております。派遣契約、準委任契約等による取
引については、契約期間にわたり概ね一定の役務を提供するため、時間の経過
に応じて履行義務が充足されると判断しており、役務を提供する期間にわたり
顧客との契約において約束された金額を契約に基づき按分して収益を認識して
おります。
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個別注記表

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 58,069千円

・短期金銭債権

・短期金銭債務

21千円

79千円

(3) 取得原価から直接減額している圧縮記帳額 27,400千円

営業取引による取引高 1,472千円

　関係会社への売上高

　関係会社からの業務委託料

272千円

1,200千円

営業取引以外の取引高 120千円

２. 会計方針の変更に関する注記
該当事項はありません。

３. 会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であっ

て、翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは次のとお
りです。

繰延税金資産
当事業年度においては、繰延税金資産として38,193千円を計上しておりま

す。
その他見積りの内容に関する理解に資する情報については、連結注記表

「３．会計上の見積りに関する注記  繰延税金資産」に同一の内容を記載して
いるため、記載を省略しております。

４. 貸借対照表に関する注記

　　(注)なお、上記の減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

５. 損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

６. 株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における自己株式の種類及び総数

普通株式　　　　46,000株

－ 36 －



2023/07/26 16:27:20 / 23000635_メディアファイブ株式会社_招集通知_電子提供措置用

個別注記表

当事業年度
（2023年５月31日）

繰延税金資産

未払事業所税 503千円

未払事業税 1,374

未払費用 30,491

繰越欠損金 10,251

減損損失 5,153

ソフトウエア制作費 1,113

敷金償却 3,370

その他 2,185

繰延税金資産小計 54,444

評価性引当額 △16,251

繰延税金資産合計 38,193

法定実効税率 30.46％

（調整）

住民税均等割 5.95

交際費等永久に損金に算入されない項目 32.29

評価性引当額の増減 △25.92

その他 △2.86

税効果会計適用後の法人税等の負担率 39.92

７. 税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があ

るときの、当該差異の原因となった主要な項目別の内訳
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個別注記表

(1) １株当たり純資産額 333円33銭

(2) １株当たり当期純利益 12円31銭

８. 収益認識関係に関する注記

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表

「７．収益認識関係に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省

略しております。

９. 関連当事者との取引に関する注記

該当事項はありません。

10. １株当たり情報に関する注記

(注)潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないた
め、記載しておりません。

11. 重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2023年7月20日

メディアファイブ株式会社

取締役会  御中

三優監査法人
　福岡事務所
指定社員
業務執行社員

公認会計士 植木　貴宣

指定社員
業務執行社員

公認会計士 大神　　匡

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、メディアファイブ株式会社の2022年６

月１日から2023年５月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠して、メディアファイブ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結
計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行

った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責
任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社
及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい
る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載

内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の
報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら

ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程

において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に
重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内
容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場

合には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に係る会計監査報告

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連

結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表
示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備
及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成

することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する
責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執

行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は

誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において
独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬
により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影
響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断に

よる。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない

が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計
上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状
況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重
要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を
喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合
は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結
論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表
示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示してい
るかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分
かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び
実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施
過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求め
られているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関す
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連結計算書類に係る会計監査報告

る規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及
び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告
を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2023年７月20日

メディアファイブ株式会社

取締役会  御中

三優監査法人
　福岡事務所
指定社員
業務執行社員

公認会計士 植木　貴宣

指定社員
業務執行社員

公認会計士 大神　　匡

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、メディアファイブ株式会社の

2022年６月１日から2023年５月31日までの第27期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」
という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内

容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告
プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当

監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお

いて、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相
違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な
誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合

には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類に係る会計監査報告

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算

書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成するこ

とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任があ
る。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行

を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬

による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の
立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生
する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合
理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リス

クに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計
上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入
手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に
関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不
確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起するこ
と、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に
対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日ま
でに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として
存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成
及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを
評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過
程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められ
ているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する

規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻
害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行
う。
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計算書類に係る会計監査報告

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、2022年6月1日から2023年5月31日までの第27期事業年度の取締役の職務の執
行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以
下のとおり報告いたします。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に
ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に
従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環
境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事
業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社
の取締役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受け
ました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するため
に必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関す
る取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）に
ついて、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、
必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため
の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じ
て説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計
算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）につ
いて検討いたしました。

監査役会の監査報告
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監査役会の監査報告

２. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも
のと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認
められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部
統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべ
き事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年７月20日

メ デ ィ ア フ ァ イ ブ 株 式 会 社 　 監 査 役 会

常勤監査役（社外監査役） 　 金 堂 　 義 宰 ㊞

監査役（社外監査役） 　 桝 本 　 美 穂 ㊞

監査役（社外監査役） 　 立 石 　 浩 将 ㊞
　

以　上
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取締役選任議案

候補者
番号

氏名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職状況）

所有する
当社株式
の数

１

う え の  え り や

上　野　英理也
(1959年９月17日生)

1988年４月 タウ技研株式会社（現　株式会社ユビテ
ック）入社

1988年11月 アイテル株式会社入社
1994年３月 日本電算株式会社入社
1996年６月 当社設立、代表取締役社長就任
2007年６月 当社代表取締役社長兼開発本部長就任
2009年６月 当社代表取締役社長兼ＳＩ事業部長兼経

営情報室長就任
2010年６月 当社代表取締役社長就任
2011年６月 当社代表取締役社長兼ＳＩ本部長就任
2012年６月 当社代表取締役社長就任
2015年６月 当社代表取締役社長兼採用・育成本部長

就任
2016年６月 当社代表取締役社長兼ＢｔｏＢソリュー

ション本部長就任
2017年６月 当社代表取締役社長兼ＢｔｏＣソリュー

ション本部長就任
2018年６月 当社代表取締役社長就任
2019年９月 当社代表取締役社長兼エンジニア本部長

就任
2021年７月 当社代表取締役社長兼人事本部長就任
2022年８月 当社代表取締役会長兼人事本部長就任

（現任）

224,600株

（取締役候補者とした理由）
　当社の代表として長年にわたりグループ全体の経営の指揮を執り、企業価値の向上に貢献して
おります。ＩＴ業界における豊富な経験及び企業経営者としての実績を十分に有しており、当社
グループの継続的な成長のために適切な人材であることから、引き続き代表取締役候補者として
おります。

株主総会参考書類

議　　案　取締役４名選任の件

取締役全員（４名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。
つきましては、取締役４名の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は、次のとおりであります。

－ 47 －
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取締役選任議案

候補者
番号

氏名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職状況）

所有する
当社株式
の数

２

か わ の 　 い ぶ き

河　野　　　活
(1971年４月20日生)

1996年４月 財団法人日本缶詰検査協会（現　一般財
団法人食品環境検査協会）入社

1999年５月 双葉産業株式会社入社
2000年７月 碓井町商工会（現　嘉麻市商工会）入所
2006年12月 当社入社
2009年６月 当社ＳＩ事業部部長就任
2012年６月 当社内部監査室長就任
2013年６月 当社ＢｔｏＢソリューション本部部長就

任
2013年９月 当社内部監査室長兼社長室長就任
2014年６月 当社管理本部長兼社長室長就任
2015年８月 当社取締役管理本部長兼社長室長就任
2015年８月 株式会社匠工房取締役就任
2015年８月 株式会社ダブルスキル代表取締役会長就

任
2016年３月 株式会社ダブルスキル清算人就任
2019年９月 当社取締役管理本部長就任
2022年７月　当社取締役就任
2022年８月　当社代表取締役社長就任（現任）

3,200株

（取締役候補者とした理由）
　2022年８月に当社代表取締役社長に就任し、企業経営者として当社グループの経営に貢献し
ております。豊富な経験と実績とともに子会社の経営にも携わるなど、優れた経営執行能力を
有しており、当社グループの経営戦略の遂行において適切な人材であることから、引き続き代
表取締役候補者としております。
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取締役選任議案

候補者
番号

氏名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職状況）

所有する
当社株式
の数

３

い な だ 　 き よ た か

稲　田　清　崇
(1948年９月13日生)

1976年４月 住友金属工業株式会社（現　日本製鉄株
式会社）中央技術研究所入社

1998年４月 株式会社アイスリーコム取締役就任
2000年７月 株式会社住友金属システムソリューショ

ンズ（現　キヤノンITソリューションズ
株式会社）執行役員事業部長就任

2010年７月 株式会社アイスリーコム代表取締役就任
2010年７月 当社入社　シニアアドバイザー就任
2011年４月 ESETビジネスデベロップメントディレク

ター就任
2016年８月 当社取締役就任
2017年７月 当社取締役経営戦略担当就任
2021年４月 KIS Security株式会社設立、代表取締役

就任（現任）
2022年８月　株式会社匠工房取締役就任（現任）
2022年８月　当社取締役管理本部担当就任（現任）

42,600株

（取締役候補者とした理由）
　当社の取締役として経営に適切な助言、監督を行い、企業価値の向上に貢献しております。
大手情報サービス会社の役員として培われた高い知見に基づく大局的な観点を有しており、引
き続き取締役候補者としております。

－ 49 －



2023/07/26 16:27:20 / 23000635_メディアファイブ株式会社_招集通知_電子提供措置用

取締役選任議案

候補者
番号

氏名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職状況）

所有する
当社株式
の数

４

お か 　 た か し

岡 　 崇 史
(1977年５月16日生)

2000年４月 株式会社サクセス入社
2002年10月 川邊事務所入所
2007年１月 株式会社Ｋアライアンス・ジャパン入社
2011年５月 株式会社Ｋアライアンス・ジャパン代表

取締役社長就任（現任）
2022年８月 当社社外取締役就任（現任）

―株

（社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要）
　他社の取締役に就任していた経緯から、豊富な経験及び企業経営に関する幅広い知見を有し
ており、取締役会の機能強化に適切な人材であることから、引き続き社外取締役候補者として
おります。

(注)１. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２. 岡崇史氏は社外取締役候補者であります。
３. 社外取締役候補者の社外取締役としての独立性及び責任限定契約について

（1）岡崇史氏は当社又は当社の特定関係事業者から多額の金銭その他の財産
を受ける予定はなく､また過去２年間に受けていたこともありません。

（2）岡崇史氏は当社又は当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員の配偶
者、三親等以内の親族その他これに準ずる者ではありません。

（3）岡崇史氏は過去10年間に当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員と
なったことはありません。

（4）社外取締役との責任限定契約について
　当社は、社外取締役として有能な人材を迎えることができるよう、取締
役（業務執行取締役等である者を除く。）との間で、当社への損害賠償責
任を一定範囲に限定する契約を締結できる旨を定款で定めております。社
外取締役候補者岡崇史氏は、当社との間で責任限定契約を締結しており、
同氏の再任が承認された場合、当社は同氏との間の責任限定契約を継続す
る予定であります。

その契約内容の概要は、次のとおりであります。
①社外取締役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場

合は、50万円又は会社法第425条第１項に定める最低責任限度額のい
ずれか高い額を限度として、その責任を負う。

②上記の責任限定が認められるのは、社外取締役がその責任の原因とな
った職務の遂行について、善意でかつ重大な過失がないときとする。

４. 岡崇史氏の社外取締役在任期間は、本総会終結の時をもって１年となりま
す。

５. 当社は、岡崇史氏を福岡証券取引所の定めに基づく独立役員として同取引所
に届け出ております。同氏の再任が承認された場合、当社は同氏を引き続き
独立役員とする予定です。

以　上
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地図

株主総会会場ご案内図
福岡県福岡市中央区渡辺通一丁目１番２号
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櫛田神社前

天神、三越、大丸（エルガーラ）より徒歩12分
西鉄「薬院駅」北口より徒歩７分
地下鉄七隈線「渡辺通駅」より徒歩１分
ＪＲ博多駅より車で約７分
福岡空港より車で約35分


